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（要旨）高齢化の進むわが国では、地域包括ケアシステムをはじめ、地域の自主性・主

体性や地域特性に応じた、新しい地域の支え合い、見守りのあり方が求められている。

本論では、川崎区池上新町町内会の「見守り、つながりの輪」の発足した背景とその展

開過程を、内的要因と外的要因に分けて検討を行った。結果、同町内会の見守り活動を

成功させた要因として、①地域内の意識の醸成、②推進力のある人材、③公的な支援（経

済的補助）、④「場所」の確保の4点が明らかとなった。これら4点のポイントは、地域

や行政とのさまざまな工夫で達成されうるものである。現代日本において、地域の支え

合いの力を高めていくには、地域と行政が連携して、「私たちでもできる」というモチ

ベーションを持ち、地域で活動できる人材を育てていくことが重要となっていく。 
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１．はじめに 

 

高齢化がすすむ我が国では、いわゆる団塊の世

代が 75歳以上となる 2025年をめどに、高齢者が

要介護状態となっても、できるかぎり住み慣れた

地域で自分らしく暮らし続けられるよう、住宅・

医療・介護・生活支援などの様々なサービスが切

れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の

構築を目指している。ここでの「地域」はおおむ

ね 30分以内に駆け付けられる圏域を指し、その

内容は、地域の自主性・主体性や地域特性に応じ

て作り上げられるものとされている。 

地域包括ケアシステムを推進する厚生労働省の

念頭にあるのは、今後ますますの増加が見込まれ

る認知症を抱える高齢者であるのだが、本論で取

 
1 （川崎市健康福祉局地域包括ケア推進室； 2015）2 頁 

り上げる川崎市では、全市民を対象にした地域包

括ケアシステムの構築を掲げている。全市民と

は、ケアを受けているか否かを問わない。高齢者

や「障害者や子ども、子育て中の親など、地域内

において『何らかのケア』を必要とする全ての人

を対象」とするだけでなく、「自身がケアを必要

としない場合においても、自立的に自らの健康状

態・生活機能を維持・向上させる『セルフケア』

や『地域のケアを支える』といった視点において

は、全ての地域住民においてその重要性が認識さ

れ、実践されることが必要である」1との理由か

ら、全市民を対象としている。 

その実現のため、川崎市では、まず 2014年に

健康福祉局内に地域包括ケア推進室を設置し、さ

らに 2016年に各区に地域みまもり支援センター
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を設置した。この支援センターを拠点として、保

健師等の専門職による個別支援、地域づくりを行

っている川崎市だが、行政の側からの支援・働き

かけだけでは、限界もある。行政による支援は基

本的に申請主義に基づいており、市民は自ら支援

を求めて、窓口に行かねばならない。支援者か

ら、「窓口に自ら行ける人は、その時点である程

度救われている」という声を耳にすることがあ

る。つまり「自分から援助を求めることができ、

自分はどの窓口に相談すべきかが分かっている

人」は支援につながることができる。 

しかし、「援助を求められない人」、「どこに相

談すれば良いかを知らない人」、さらに「自分が

困っていることに気付いていない人」はどうすれ

ば良いのか。援助希求を持ちつつも、その声を発

せられずにいる人をどう発見し、支援につなげる

ことができるのだろうか。こうした人々への支援

は、できるだけ漏れのない地域包括ケアシステム

を構築する上で、大きな課題であるといえる。 

そこで期待されるのが住民同士の支え合いであ

る。川崎市の推進ビジョンにおいても、「希薄化

が懸念される地域のつながりを取り戻し、誰もが

互いに助け合う関係であるという認識を共有し、

地域による自主的な「助け合い」の活動を活発化

させていくなどの取組が必要不可欠となる。ま

た、行政においては、そのような地域活動を支え

る」2と自主的な助け合いの重要性が明記されて

いる。さらに、地域包括ケアの「ケア」には「近

隣住民やボランティア等のインフォーマルな地域

資源から提供される『サポート』も含む」3と記

されており、行政側が近隣住民による自主的な支

え合いを地域包括ケアシステムの不可欠のピース

と見なしていることがうかがえる。 

本研究グループ4では、この問題関心から、町

 
2 （川崎市健康福祉局地域包括ケア推進室； 2015）2 頁 
3 （川崎市健康福祉局地域包括ケア推進室； 2015）2 頁 
4 本研究は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）・社

会技術研究開発センター（RISTEX）「安全な暮らしをつくる新

しい公／私空間の構築」研究開発領域の研究助成を受け、

内会の活動に注目をした。日常的に顔を合わせ、

それぞれの家庭の異変に気付くことができる。時

にその付き合いをネガティブにとらえられること

もある町内会活動であるが、声なき援助希求を発

見し、支援につなぐ可能性を有していると考えら

れる。そこで、町内会での見守り活動に積極的に

取り組んでいる川崎区池上新町の町内会を調査対

象として、研究を進めることとなった。 

本研究の経緯は、2017年 12月 15日、川崎区

主催「平成 29年度川崎区地域包括ケアシステム

普及啓発講演会 みんなでつなごう！ちいきの

輪」において、住民の側から地域包括ケアに取り

組む 3名が登壇され、その内の一人が池上新町町

内会長の浦野一吉氏であった5。川崎市の地域包

括ケアシステム構築の旗振り役であった菊池義雄

副市長（2016年当時）が、地域包括ケア推進室

を立ち上げる前に、地域活動が盛んな複数の町会

を視察しているのだが、その一つが池上新町であ

ったことから、講演会後に浦野氏に調査の趣旨を

説明し、協力を依頼したところ、承諾を得られ

た。 

 

2．研究の方法 

 

本研究では、大正大学地域構想研究所の髙瀨顕

功、小川有閑、長島三四郎を中心に、時に大学院

生の協力を得ながら、聞き取り調査、参与観察、

文献調査を行った。聞き取り調査では、池上新町

の町会長、副会長、老人会会長、地域担当民生委

員などに1時間から2時間にわたり、町内会の歴史、

現状や活動状況について質疑を行った。参与観察

は、町内会主催の運動会や見守り活動、お祭りな

どの各種行事、川崎区内の町内会が参加する諸行

事に参加し、参加者の様子や感想を記録した。聞

「都市における援助希求の多様性に対応する公私連携ケア

モデルの研究開発」（研究代表：島薗進）の一環として実施さ

れた。 
5 他の 2 名は、渡田地区で民生委員をつとめる峯尾照氏、鋼

管通 2 丁目町内会会長の丸野喬敬氏。 
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き取り調査、参与観察の一覧は表1のとおりである。 

 

表－１ 池上新町の調査 

 日付  

1 2017/12/15 地域包括ケアイベント 

2 2018/1/16 池上新町聞き取り 

3 2018/2/17 池上新町冥加クラブ 

4 2018/3/25 池上新町運動会 

5 2018/4/24 高橋順子氏聞き取り 

6 2018/6/20 池上新町懇親会 

7 2018/6/24 トリムバレー 

8 2018/7/16 大師ウォークラリー 

9 2018/7/21 見守り活動会議 

10 2018/7/27 池上新町納涼祭 

11 2018/8/23 宗教施設調査聞き取り 

12 2018/9/17 池上新町見守活動 

13 2018/10/15 池上新町転倒予防講座 

14 2018/12/1 川崎区社協福祉まつり 

15 2018/12/2 グランドゴルフ大会 

16 2018/12/28 池上新町夜回り 

17 2019/1/10 齋藤仲治氏聞き取り 

18 2019/6/13 浦野会長聞き取り 

19 2019/7/26 池上新町納涼祭 

20 2019/8/1 池上新町見守り会議 

 

文献調査では、主に川崎区に関する先行研究を

収集した。川崎区を含む川崎市の正史としては、

川崎市が編纂する『川崎市史』（通史編全 5巻、

資料編全 5巻、別編全 1巻、年表全 1巻）がある

ほか、（村上；1981年）、（小林編；1978年）、（芹

澤；1994年）、（打越・内海編；2006年）といっ

た、地域史、行政史、社会史を扱った研究書だけ

でなく、（石井；2017年）、（磯部；2017年）など

のルポルタージュも、市民の視線で現在の地域課

題を指摘するもので、現地調査とともに現状把握

する上で有益であった。 

なかでも、田中宣一らによる『「町内会」の民

 
6 （田中、鈴木、畑總、山本；1988） 
7 （倉沢；1990 年）25 頁 
8 （上同；1990 年）25 頁 

俗学的研究―川崎市域の町内会と旧来の住民組織

―』6は、川崎市内の町内会の研究であり、1988

年の刊行ではあるが、豊富な調査資料に基づいた

もので、大いに参考となった。 

また、町内会に関する先行研究は、歴史学、社

会学、民俗学、福祉学等で幅広い蓄積がある。例

えば、現代日本の町内会の在り方と機能について、

倉沢進は、「本来住民の相互扶助的活動の主体であ

り、自治的団体」であった町内会が、「専門処理機

関としての行政組織の確立過程で、中核的な問題

処理活動から段階的に退き、現在のように、圧力

機能と末端補完機能だけを遂行するという状態に

なった」と論じている7。結果、「末端補完機能だけ

になじんでしまった町内会は、行政依存的な性格

を強くもつようになり、それに適合的なリーダー

しか出てこなく」なり、「役所から依頼されたこと

しかしない町内会になり、一般の住民はそっぽを

向くという」8。倉田和四生は、「一般的には、地域

生活の共同性が希薄化した都心部では都市化が進

み、生活が豊かになって選択性が増せば地域生活

のなかで町内会が占める位置は相対的に減退し、

たかだか一つのアソシエーションにすぎないもの

となるであろう」と述べている9。倉沢や倉田の指

摘は、多くの研究者の見方と一致している。 

その他、岩崎信彦は、タルコット・パーソンズ

の AGIL 図式に即して町内会の機能を分析してい

る10。中でも、I（社会統合）の分析では、「町内社

会の統合・調整」に関する問題として、「伝統主義

による拘束や停滞の問題」と「よそ者意識、排他

主義の問題」が指摘されている。 

しかし、倉沢や倉田、岩崎の論考は、今から 30

年前のものであり、日本はその後、阪神大震災、

バブル経済崩壊、東日本大震災、超高齢社会への

移行など、町内会の位置づけや取り巻く環境に大

きな変化が生じてきた。研究の領域では、人と人

9 （倉田；1990 年）186 頁 
10 （岩崎；1989 年） 



【研究ノート】 

とのつながりを社会関係資本という概念によって

説明し、コミュニティ成立の重要な基盤として再

評価する機運も生まれている。たとえば、中田実

は、グローバリゼーションとともに格差が拡大し、

排除型社会が進展するなかで、町内会は社会にお

ける最後の生命線のひとつになる可能性があると

し、経済至上主義社会への批判が生まれてきてい

ることは、「これまでの社会的潮流の中では幻想に

すぎないと否定されてきたコミュニティへの新た

な希望の灯がともされることであり、我が国でい

えば、コミュニティの基盤をなす町内会・自治会

の再活性化への反転となるべき動きと軌を一にす

る」と期待を示している11。 

本論では、こうした先行研究での指摘も考慮し

つつ、検討をしていく12。 

 

3．池上新町町内会の概要 

 

（１）地域範囲 

池上新町は、川崎市川崎区の東部に位置する町

で、池上新町 1・2・3丁目の 3地域で構成されて

いる。川崎駅から東に約 3キロ、バスで 15分ほ

どの距離にあり、池上新町の 1・2・3丁目を合わ

せて、約 0.38平方キロメートルの広さである。

町の東側には、川崎と東京の大田区を結ぶ産業道

路、その頭上には首都高速横羽線が通り、産業道

路を渡れば、東京湾まで一大工業地帯が広がって

いる。隣接する地域は、四谷上町、観音 1・2丁

目、藤崎 3・4丁目、桜本 2丁目、池上町、塩浜

2丁目等である。 

町内に存する公共的施設は、池上新町 1丁目に

は中留公園、川崎市立桜本中学校、川崎朝鮮初級

学校がある。隣接する桜本・池上の両地区は、戦

前より在日朝鮮人などの外国人が集住している地

域であることから、桜本中学校では人権尊重教

 
11 （中田・山崎・小木曽；2009 年）15 頁 
12 その他、本論の執筆にあたっては、（鳥越；1994 年）、（辻

中他編；2009 年）等も参照している。 

育、多文化共生教育が盛んである13。2丁目に

は、町の中心である汐留稲荷神社、冥加公園、川

崎臨港警察署、川崎臨港消防署が、3丁目には、

会員制倉庫型卸売・小売の大手であるコストコホ

ールセール川崎倉庫店がある。 

 

（2）地域史 

本節では、池上新町の地域と町内会の歩みを鳥

瞰的に理解するために、池上新田・工業都市化・

再開発と新住民という3つのポイントで、地域史を

整理していく。 

（a）池上新田 

池上新町は池上町と合わせて、かつて池上新田

という町名であった。その由来は江戸中期にまで

さかのぼる。武蔵国荏原郡千足郷（現在の大田

区）に本拠を構えていた池上家の 20代幸種が、

慶長年間より大師河原（大師地区の多摩川沿岸

部）の開発に着手。その子、幸広は、大師河原に

移住し、大師河原村を開村した。 

その後も、池上家は川崎の海辺部の開発に取り

組み、稲荷新田を開墾。幸広から数えて 4代目の

池上太郎左衛門幸豊は、1746年（延享 3年）か

ら多摩川河口の海辺部の新田開発にたずさわり、

1761年（宝暦 11年）に池上新田を完成させた。

海辺部であることから、波除堤の築造、萱芝を植

え付けての地固め、そこから数年を経ての田畑の

開墾という、人手も年数も要する大事業であっ

た。新田は 1762年（宝暦 12年）に検知を受け、

正式に「池上新田」と名付けられた独立した一村

となった。 

 

（b）工業都市 

明治期に入ると、川崎は工業都市として、大き

く発展を見せる。横浜港に近く、鉄道や水運の便

もある上に、東京に比べて安価で広大な土地を有

13 ただし、池上新町のうち、桜本中学校の学区域は 1 丁目の

みで、2 丁目・3 丁目は川中島中学校の学区域である。 
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していた川崎は、工場適地として注目されていっ

た。川崎に建設された主な工場としては、1906

年の横浜精糖（現、大日本明治製糖）、1908年の

東京電気（現、東芝）、1909年の日米蓄音機製造

（現、コロムビアミュージックエンタテインメン

ト）、1911年の日本電線（現、三菱電線）、1912

年の日本鋼管（現、JFEエンジニアリング）、

1912年の川崎瓦斯、1913年の鈴木製薬（現、味

の素）、1915年の富士瓦斯紡績（現、富士紡）、

1931年の昭和肥料（現、昭和電工）等がある。

その後も横浜等を含めた京浜工業地帯の拡大、

1927年の南部鉄道（現、JR南武線）の開業によ

り、川崎の工業都市化はさらに進んだ。 

工業都市化が進展する中、様々な地域から、川

崎に工場労働者として移住する人の数も増加し

た。旧・川崎町（現在の川崎区北部）の人口を見

てみると、1897年 4,871人、1907年 6,300人、

1914年 1,1062人と 20年足らずで倍以上の増加

となっている。この時期、特徴的なのは、朝鮮・

韓国系の人々と、沖縄県民である。困窮から逃れ

たい沖縄県民にとって、出稼ぎ先は、おもに阪神

工業地帯か京浜工業地帯であった。 

 池上新田は 1889年の町村制施行とともに、大

師河原村に合併され、その中の「区」のひとつと

なった。川崎の町の変化とともに、池上新田の周

辺地域は次第に一大工業地帯に労働者を供給する

住宅街へと変貌していく。『「町内会」の民俗学的

研究』によれば、大師河原村の 1916年、1918

年、1920年の職業別戸数は、農業専従が 455→

425→420、工業専従が 35→378→385、商業専従

が 280→398→480となっており、専業農家が減少

する一方で、工業・商業に従事する家が激増して

いることが分かる14。 

 人口急増にともない、池上新田のある大師地

 
14 （田中、鈴木、畑總、山本；1988）60 頁 
15 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「安全な暮

らしをつくる新しい公／私空間の構築」研究開発領域、平成２

７年度採択プロジェクト企画調査終了報告書『都市型コミュニ

区は耕地を整理し、住宅地への転換や昭和期に入

ると大小の工場建設が進んでいった。その結果、

農業や漁業はほとんど消えていくことになった。

なお、聞き取り調査によると、池上新田は戦後し

ばらくまでは、古くからの地元名士や自営業（海

苔師、農家）が多かったとのことである。 

 

（c）再開発と新住民 

戦後の高度経済成長期の川崎は、工場からの煤

煙や石油化学コンビナートが排出する亜硫酸ガス

による公害が顕在化し、川崎区から他の地域へ移

転する市民が大量に続出する事態となった。市民

運動や行政の取り組みにより、1972年には川崎市

公害防止条例が公布・施行され、その後は煤煙や

亜硫酸ガスの排出は抑制されるに至った。 

公害問題の教訓などから、新たな工場の増設が

制限される工場等制限法や工業密集地域から非工

業密集地域に工場を誘導しようという工業再配置

促進法が制定されると、川崎は工場の「移転促進

地域」に指定された。これは工業の空洞化、労働

力＝人口の減少を引き起こす懸念もあったが、工

場の跡地利用は川崎市南部の社会資本整備の好機

でもあった。工場跡地には、高層マンションや高

層ビル、大規模商業施設、学校などが建設されて

いる。工業の町・川崎は現在、大きな転換期を迎

えているといえる15。 

池上新町16の町内会の構成も、以前は前項で述

べたように地元の名士や自営業者が多かったが、

サラリーマン世帯が増加している。かつては、町

内会と商店会が地域を支えたが、現在、商店会は

解散。商店が閉じた跡地は、建て売り住宅となる

ので、新住民が増加している。新住民の増加は

1990年代から目立ち始めたという。マンション

も増加しており、10戸以上のマンションを建て

ティ（川崎市）における援助希求の多様性に対応した介入・支

援に関する調査』（研究代表者：島薗進）「3.2. 地域住民ケア

をめぐる川崎市史」より。 
16 1967 年に池上新田から池上新町に名称が変更になった。 
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る場合は、行政、不動産業者には町内会と協議を

した上で建築を進めるように取り決めている。新

住民の増加への対応として、町内会はソフトボー

ル等のスポーツ体験を通して、新住民と旧住民と

馴染むよう企図している。また、外国人住民につ

いては、古くからの韓国系住民のほか、近年はベ

トナム系の住民が増えているという。外国人を含

めた新住民の増加傾向は、川崎区全般に言えるこ

とであり、人口流動性の高さが川崎区の地域特性

の一つとして挙げられる。 

 

（3）地域人口 

川崎市が公開している人口・世帯数のデータに

よれば、2018年 9月時点で、池上新町の人口

は、1丁目が 1,031人、2丁目が 3,208人、3丁

目が 135人で、合計 4,374人である17。同地域の

人口は、1998年 12月時点で 4,009人、2008年時

点で 4,447人であったので、人口の増減はあるも

のの、数字上での大きな変化はない18。ただし、

池上新町町内会の構成は、池上新町 1丁目と 2丁

目と 3丁目の一部の為、町内会の範囲での人口は

若干異なる19。 

池上新町における年齢別人口構成は、1998年

12月時点で 14歳以下が 517人、15歳から 64歳

以下が 2,851人、65歳以上が 641人であった。

2008年時点では、14歳以下が 526人、15歳から

 
17 2018(平成 30)年時点のデータは、[川崎市 HP(最終閲覧日

2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-22-0-

0-0-0-0.html] 
18 1998(平成 10)年時点のデータは、[川崎市 HP(最終閲覧日

2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-15-0-

0-0-0-0.html] 

2008(平成 20)年時点のデータは、[川崎市 HP(最終閲覧日

2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-5-0-

0-0-0-0.html] 
19 池上新町町内会の範囲については、以下のサイトを参照

のこと。 

[川崎市全町内会連合会・各区町内会連合会 HP(最終閲覧日

2018 年 12 月 22 日) 

http://www.kawa-zencho.com/kakuku/kawasaki.htm] 
20 池上新町 1・2・3 丁目の各町丁別年齢別人口は、以下のデ

64歳以下が 2,978人、65歳以上が 943人となっ

ている。そして、2018年 9月時点では、14歳以

下が 428人、15歳から 64歳以下が 2,861人、65

歳以上が 1,085人と変化している。緩やかではあ

るが、ここ 20年間で子どもの数が減り、高齢者

の人口が増えている。 

 

表－2 池上新町の年齢別人口（1・2・3丁目の合計）20 

年齢 H10/12 H20/12 H30/9 

0～14歳 517 526 428 

15～64歳 2851 2978 2861 

65～74歳 450 544 554 

75～歳 191 399 531 

合計 4009 4447 4374 

 

（4）町内会加入率 

聞き取り調査によれば、池上新町町内会には、

約 1,100世帯が加入しているという21。約 1,100

世帯という数字は、川崎市が毎年度更新し、管理

している「住民組織調査票」(平成 29年度版)の

数字とも合致している22。 

2018年 3月時点での池上新町 1・2・3丁目の

世帯数の合計は 2,361である23。ただし、池上新

町 3丁目は、全てが池上新町町内会の範囲ではな

く、一部が隣接する四谷町内会と塩浜町内会に所

ータを参照のこと。 

[川崎市 HP(最終閲覧日 2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-15-0-

0-0-0-0.html] 

[川崎市 HP(最終閲覧日 2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-5-0-

0-0-0-0.html] 

[川崎市 HP(最終閲覧日 2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-22-0-

0-0-0-0.html] 
21 2018 年 1 月 19 日、池上新町町内会館で行ったヒアリング

調査に基づく。 
22 「住民組織調査票」は、2018 年 7 月 24 日と 2018 年 9 月 4

日、川崎市民文化局コミュニティ推進部での調査で、許可を得

て閲覧させていただいたものに基づく。 
23 2018(平成 30)年時点のデータは、[川崎市 HP(最終閲覧日

2018 年 12 月 22 日) 

http://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000097259.html] 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-22-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-22-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-15-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-15-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-5-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-5-0-0-0-0-0.html
http://www.kawa-zencho.com/kakuku/kawasaki.htm
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-15-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-15-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-5-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-5-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-22-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/51-4-3-6-22-0-0-0-0-0.html
http://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000097259.html
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属している。また、前述の「住民組織調査票」で

は、池上新町町内会の地域の世帯数は 1,550世帯

となっている。その場合、加入率は、約 71％と

なる。町内会へのヒアリング調査でも、池上新町

は約 1,500と述べていて、その場合の加入率は約

73％である24。以上のことからも、地域の範囲と

町内会の所属範囲とは、近隣の地域や町内会の範

囲を加味して論じなければ、正確に把握するのが

困難なことが分かる。 

 

（5）町内会組織 

川崎市が管理する「住民組織調査票」によれ

ば、池上新町では、1948年に町内会が設立され

ている。初代町内会長は、池上保元氏である。

2008年 4月より、浦野一吉氏が現在まで第 14代

町内会長を務めている。 

池上新町町内会の町内会規約第 3条によれば、

「本会は、池上新町地区の防犯、防火、防災、保

険衛生、交通安全、青少年の育成その他文化の向

上及び福祉の増進を図ることを目的とする」組織

である。池上新町町内会は、会長と副会長、会計

部長、総務部長の三役を中心とし、各役員が任命

されている。実働の役員のほかには、会長が委託

した顧問と相談役が置かれている。 

また、町内会には、総務部、会計部、防犯部、

防災部、衛生部、子供部、交通部、体育部、婦人

部、福祉厚生部、神社委員会、社会福祉協議会が

置かれ、それぞれに部長、副部長、部員等が任命

されている。その他、町内会の役職としては、会

館保全部、各区の婦人部常任幹事、子供囃子連、

路上違反広告物除去協力員、廃棄物減量指導員、

学校区避難所運営会議桜本中学校委員、緊急防災

無線設置、婦人防犯委員、臨港消防団、婦人消防

隊、スポーツ推進委員、防犯指導委員、青少年指

導委員、民生委員、保護司、大師地区交通安全母

の会がある。写真－1の防災組織編成表では、災

 
24 2018 年 1 月 19 日、池上新町町内会館で行ったヒアリング

害が起こりえる場合には、各部の部長が緊密に連

絡を取り合う体制が整えられていることが示され

ている。 

 

写真－1 町内会自主防災組織編成表 

 

 

町内会は 5区に分けられ、各区がさらに組・グ

ループに分かれる。第 1区が 17組、第 2区が 12

組プラス 1グループ、第 3区が 10組プラス 7グ

ループ、第 4区が 15組、第 5区が 16組プラス 1

グループという区分けである。 

 

（6）町内会館とその周辺 

池上新町町内会館は、汐留稲荷神社に併設され

ている社務所を会館として利用している。土地は

神社の所有、建物は川崎市の総合自治会館に寄贈

されていて、所有者は川崎市となっている。3年

契約で、市から町内会が無償で借りている。現在

の会館は 1990年に建て替えられた 2階建てで、1

階は畳敷きの広間にキッチン、障がい者用トイレ

が設置され、2階には畳敷きの部屋が 3部屋（襖

を外してつなげることができる）にキッチン、男

女別トイレ、物置が設けられている。町内会の催

し、会合に使用されるほか、かつては町内会の会

員の葬儀会場にも使用され、2階を宿泊に供する

こともあったという。また、現在は週に 2日、

NPOによる子ども食堂・学習支援の会場として貸

調査に基づく。 
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し出しをおこなっている。 

会館を出て、道を挟んだ目の前に冥加公園があ

る。1962年開設のこの公園は、3000平米の広さ

があり、住民の憩いの場として老若男女が訪れる

ほか25、町内会の運動会、防災訓練などにも使用

されている。 

 

（7）年間行事 

池上新町町内会では、年中行事として、春のお

花見、夏の盆踊り、秋の運動会、年末の餅つきを

主催している。会場はいずれも冥加公園と町内会

館となっている。現在、運動会には 500人もの参

加者があり、丸一日かかる行事となっている。ま

た、その他にも後述する見守り活動、高齢者の食

事会、防災訓練、敬老イベントなど、行政その他

各機関との連携によって開催している。 

 

写真－2 2019年の池上新町納涼祭 

 

 

4．池上新町「見守り、つながりの輪」 

 

（1）活動方針 

池上新町「見守り、つながりの輪」は、2011

年 12月 14日より開始された。2012年 4月に施

行された「池上新町『見守り、つながりの輪』綱

領」によれば、「町内地区における住民の健康、

 
25 聞き取り調査によると、老人会のメンバーによるグランドゴ

ルフが毎日行われている。 
26 [池上新町「見守り、つながりの輪」（川崎市川崎区）PDF

福祉、介護予防、災害支援等について、町内各団

体が連携、情報を共有し見守り、つながりの輪を

広げ方針を定めて安全安心な街づくりの活動を行

う」ことを目的とし、「町内会、社会福祉協議

会、民生委員、老人クラブ友愛チーム、ボランテ

ィア、地域包括支援センター」によって構成され

ることが定められている。同綱領には、活動方針

として、「見守り活動、訪問活動、情報交換、研

修会等」と記されている。 

 

（2）活動内容 

「池上新町見守り、つながりの輪」のこれまで

の活動を、資料を基に時系列に記していく26。 

（a）2011 年度 

「世代を超えた支え合いと絆 高齢者支援・緊

急時の備え」と題し、車椅子体験（高齢者・子ど

も・障害者の交流会）、つながりの輪食事会（主

に 1人暮らしの高齢者を対象とする食事会）、町

内会館への AED設置・使用講習会を行った。 

（b）2012・13 年度 

①定例会の開催：2か月に 1回、事業の検討、

要援護者の情報交換等を行う。 

②見守り活動：年 2回（8月、12月）、手作り

の品を届けながら、1人暮らし高齢者等を戸別訪

問。地域包括支援センターと連携。対象者は約

60名、災害時要援護者、1人暮らし高齢者、その

他、民生委員、老人会、友愛会や町内会区長等か

らの気になる住民を追加。（定例会で確認） 

③交流会等：子ども、高齢者、障碍者等の交流

会（腹話術、寸劇、バルーンアート等） 

④AEDの訓練：年 1回防災訓練時に実施。 

（c）2014 年度 

①定例会の開催：町内会の役員・民生委員を含

む 38名で開催。 

②見守り活動：年 2回（8月、12月）、手作り

（最終閲覧日 2018 年 12 月 22 日）

http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/872241.p

df] 

http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/872241.pdf
http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/872241.pdf
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の品を届けながら、1人暮らし高齢者等を戸別訪

問。地域包括支援センターと連携。対象者は約

70名。 

③高齢者向け転倒予防講座：10月、町内会館

にて、転倒予防講座、いきいき体操、健康落語。 

④防災へのとりくみ：9月の防災訓練の際に、

民生委員と町内会役員が「災害時要援護者」宅を

訪問し、参加呼びかけと災害時の非常食・三角巾

などを届けた。また、2月には「ぼうさい出前講

座＆マジックショー」を開催。 

（d）2015 年度 

①定例会の開催：町内会の役員・民生委員を含

む 39名で開催。事業の検討、要援護者の情報交

換等を行う。 

②見守り活動：年 2回（8月、12月）、手作り

の品を届けながら、1人暮らし高齢者等を戸別訪

問。地域包括支援センターと連携。対象者は約

70名。災害時要援護者、1人暮らし高齢者、その

他、民生委員、老人会、友愛会や町内会区長等か

らの気になる住民を追加。（定例会で確認） 

③高齢者向け転倒予防講座：10月、町内会館

にて開催。 

④交流会等：2月に人形劇を開催。 

公式な資料で確認できるのは、上記の 2015年

度までだが、聞き取り調査によって、2016年度

以降も変わらぬペースで活動が続いていることを

確認している。 

 

（3）活動の背景 

現状としては、前項に記した通りであるが、見

守り活動は示唆に富む内容であるので、少し詳細

に記すことにする。 

 2011年の活動開始以前から、社会福祉協議会

（以下、社協）が敬老の日の祝い品を配布してい

た。社協が行う前は、川崎市が主体となり、70

歳以上を対象に祝い品を配布していたが、「配る

だけでは意味がないので、見守り（声かけ）活動

も合わせて行おう」ということで、社協による配

布活動になったという経緯があった。 

2010年から、行政による「災害時要援護者避

難支援制度」が開始される。これは、災害時の避

難に援護が必要な人（またはその家族）が、行政

にハガキを送付して登録するシステムなのだが、

その援護は当初は民生委員の役割とされた。しか

し、民生委員だけで、緊急時の援護は不可能であ

り、町内会の協力が不可欠であった。結果、要援

護の申請があった際には、民生委員と町内会長が

当該者に会いにいくことが決められた。また、池

上新町町内会は、要援護申請をした人物の情報を

行政・民生委員だけが把握するのではなく、町内

会が共有できるように行政に依頼。逆に、町内会

で得た情報も行政や民生委員と共有する仕組みが

構築されていった。 

現在では、要援護申請者のリストだけでなく、

町内会独自の名簿（要援護申請はしていないが、

高齢者の独居などの気がかりな世帯）も作成し、

見守り活動を行っている。 

その他、「見守り、つながりの輪」活動の範囲

外だが、町内会の防犯部が月 2回の見守り活動

（通学路等を中心に）を、地域包括支援センター

や保健師と同行しての定例の見守り活動を 2か月

に 1回行っており、池上新町では見守りの意識が

高いことが推察される。 

研究グループは、敬老の祝い品配布、高齢者向

け転倒予防講座への参与観察をおこなった。敬老

の祝い品配布は、町内会のメンバーが二名一組と

なり、手分けをして高齢者宅を訪問するのだが、

筆者が同行したメンバーは、分担地域在住の高齢

者の名前・顔と住居を記憶しており、高齢者とも

親しく言葉を交わす様子からは見守り活動の積み

重ねを感じることができた。転倒予防講座には、

町内会館 1階に入りきらないほどの参加者があ

り、高齢者に周知されていること、また参加意欲

の高さを感じるとともに、町内会長や民生委員が
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参加者の顔と名前を把握していることも、町内会

と民生委員との緊密な連携をうかがわせるもので

あった。 

 

写真－3 2018年みまもり活動の様子 

 

 

（4）活動の発端 

2011年、大師中央地域包括支援センターで開

かれた地域ケア会議に、池上新町町内会長・浦野

一吉氏、池上新町老人会長・斉藤仲治氏、池上新

町在住の民生委員・高橋順子氏が出席した。その

席上、神奈川県が支え合いモデル調査研究事業の

募集をしていること、申請締め切りまで 3日しか

ないが、申請すれば 50万円の補助金が受け取れ

る可能性が高いことを知り、3人はその場で申請

を決断した。申請書類は高橋氏が 3日で作り上げ

たという。3名への聞き取りから抽出した、即断

をした動機・背景を以下に列記する。 

・町内会のなかで、老人会、子ども部、衛生部、

福祉部などそれぞれの活動はあるが、全体がつ

ながるような活動がなかった。そこで、高齢

者、子ども、また、地域にある作業所に通う障

がい者などがつながる場を設けたかった。 

・2011年 7月 24日にテレビのアナログ放送が停

波したため、テレビの買い替えが進んだが、ブ

ラウン管のテレビを運び出すことが困難な高齢

世帯が少なからずいた。公園への不法投棄も目

 
27 2018 年 1 月 19 日、聞き取り調査より 

立ったことから、町内会でブラウン管テレビを

回収し、行政に回収させるに至った。この過程

で、高齢世帯の家庭に入ることによって、高齢

者の日常の困りごと（電球の付け替え、掃除

等）が見えるようになり、見守り活動の必要性

を感じていた。 

・東日本大震災の記憶がまだ鮮明で、災害対応に

関する地域の関心が高まっていた。この意識を

反映してか、2011年は町内会への入会者が増

加していた。 

・何か活動を行うには、「ヒト、モノ、カネ」が

必要。当時、ヒト（自分たちの町から不幸な人

を出さないために何かしなければと賛同・後押

しをしてくれる人たち）、モノ（町内会館）は

あった。 

 

前項で指摘したように町内会において見守り意

識がすでに醸成されていた上に、上述のテレビ廃

棄の問題や震災の記憶などによるさらなる意識の

高まり、町内会コアメンバーの課題の共有などの

タイミングが重なり、「見守り、つながりの輪」

活動が生み出されたのである。 

 

（5）活動の課題 

「見守り、つながりの輪」活動に限らず、町内

会の課題として、役員の不足がまずは挙げられよ

う。浦野氏は 2019年で 71歳、副会長の梅津忠次

郎氏は 87歳と高齢である。時間の問題や家族の

了解等、仕事をしている現役世代には役員就任の

ハードルは高いのが現実だろう。浦野氏も町内会

長は 60歳をすぎないと難しい、そうでない場合

は自営業に限られると語っている。27 

 また、町内会の加入促進も課題である。特に、

アパートに暮らす外国人の場合は加入率が低く、

かつ、アパートの経営者も町内に居住していない

ことが多く、加入のきっかけがなかなか見つけら
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れないという。運動会などのイベントには、未加

入の住人も区別なく参加できているが、災害時を

考えると、未加入者には支援が届きにくい現実が

あるため、加入促進をはかっている。 

 一方、行政と民間の連携でしばしば課題に挙げ

られる個人情報の問題（民間から行政に要支援者

情報を届けた場合、その後の経過は個人情報保護

を理由に行政から民間に報告がなされない等）

は、池上新町では乗り越えられているように見受

けられた。町内会の活動実績に基づく発言力、行

政と対等の関係性などが、その要因として考えら

れるだろう。 

 

5．池上新町町内会の活動の展開・持続要因 

 

見守り機能が円滑に展開されている池上新町の

促進要因を外的・内的に大別して分析してみた

い。 

 

（1）外的要因 

（a）神奈川県の福祉施策 

 神奈川県が 2011年に始めた「支え合いモデル

調査研究事業」の資金援助は、大きな原動力とな

った。また、補助金を受けるモデル事業となった

ため、県のホームページに載せなければならな

い、県からも活動の視察が必ず来るなど、「もら

った以上はやらなきゃいけない」という状況が出

来ていった。 

（b）地域包括ケアシステムの推進 

 本研究に関連して、保健師や民間団体等にも聞

き取り調査を行った際、浦野会長への信頼を耳に

することがあった。全市民を対象とした地域包括

ケアシステムを考える際、「はじめに」で述べた

ように、いかに援助希求を救い上げるかが重要な

ポイントとなる。池上新町の活動は、民間から公

に支援をつなげる基礎となるものであり、行政と

の相互作用を生み出している。 

（c）川崎区の地域課題と住民意識 

 「第 3 回川崎市地域福祉実態調査」（2013 年 1

月）のうち、「地域の生活課題に関する調査」（川

崎区の集計結果）では、川崎区民が考える地域に

おける課題としては、「高齢者に関する問題」、「地

域防犯・防災に関する問題」、「地域のつながりに

関する問題」が上位 3 位となっている。このよう

な問題意識が醸成されていたことも、池上新町の

活動を後押ししたと考えられる。 

（d）地域の災害対策、地域の高齢化 

 「3－3 地域人口」で示したように、池上新町

の高齢者人口は増加、子どもの人口は減少傾向に

ある。高齢者のみの世帯も増えている。高齢化へ

の危機感を高める要因となったのは、東日本大震

災であった。高齢者を災害時にどのように救援す

ればよいのかという意識が生まれ、見守りの必要

性を共有する下地となった。 

（e）新住民の増加 

 古くからの住民が減少し、建て売りやマンショ

ンに新しい住民が転入してくる。新住民の町内会

加入のきっかけをどのように作り出すかは、大き

な課題である。運動会や盆踊りと並んで、「見守

り、つながりの輪」は未加入者でも参加でき、町

内会に関心を持ってもらう大きなきっかけとなり

得る。 

 

（2）内的要因 

（a）池上新町の世代交代 

 10歳の時にこの地に転入した浦野氏が 29歳で

町内会の役員に就任した際、「余所者」と言われ

た経験があるという。昔からの住民には、「地の

人間」という意識が根強かったが、次第に、地の

人間だけでは人員が足りなくなっていった。行政

からの委託も若い世代、転入者が対応するように

なり、次第に世代交代が進み、「地の人間」「余所

者」意識も希薄化していった。 

（b）余所者への許容力、流動性の強み 
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 浦野氏も老人会・斉藤会長も、元々は「余所

者」であった。現在、町内会の中心メンバーの多

くは、自身もかつては新住民であったからこそ、

新しい人々への許容力を持ち合わせているのであ

る。そして、新住民を積極的に迎え入れる姿勢

は、町内会の活力につながっている。また、その

特性は、この地域が持つ人口の流動性がもたらす

効果であるとも言えよう。 

（c）会長の自助意識 

1978年、浦野氏は町内会の野球部の監督をつ

とめていた。当時は防災訓練に人が集まらないこ

とが問題となっており、浦野氏・斉藤氏の発案で

防災訓練後に綱引き大会を企画したところ、200

人以上が集まり盛況であった。このような企画

力、実行力、野球部監督としての子どもへの指導

力、50歳からは保護司にも就任し、浦野氏に町

内会長を期待する声は高かった。2008年、60歳

になった時、「地域に育ててもらったことへの恩

返し」として、会長に就任。祭礼に使用する神輿

が壊れて後、長年、神輿不在の祭礼が続いていた

が、浦野氏は会計の整理・透明化を図り、子ども

神輿を町内会で購入した。会長就任の年であっ

た。 

浦野氏は、町内会の福祉は「自助」が基本だと

考える。「自分は元気だし、いざという時でも動

ける。そうなると、他の家庭はどうなのかを考え

る。自分の家庭は大丈夫だと思えるから、他の人

を助けられる。自分のことで大変な人はそれでい

い。手が空いたら、少し助けて欲しいというこ

と」が「自助」であり、自分たちで自分たちの地

域を守ることなのだ。そして、高齢者の場合は

「誰かが見ててくれる」という感覚を持てること

が、安心感につながると指摘。「大丈夫」と言っ

たとしても、その言葉の裏にある本当の部分は直

接訪問しないと分からないものであり、地域の人

 
28 2019 年 6 月 13 日、聞き取り調査より 
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ならすぐにそれができる、と「町内会の距離感」

の重要性を語った28。 

このような浦野氏の明確なビジョンに基づく強

い推進力が、見守り活動の展開に大きく寄与して

いることは想像に難くない。 

（d）モチベーションの高い人材 

 地域ケア会議で浦野氏、斉藤氏、高橋氏がモデ

ル事業への申請を即断できたように、モチベーシ

ョンの高い人材が揃っているということも、見守

り活動の展開・持続要因であろう。また、敬老の

祝い品配布で見られたように、町内会のメンバー

ひとりひとりが高い見守り意識を持っている。モ

チベーションの高い人材が、他のメンバーの意

識、モチベーションを上げていくという好循環が

生まれている。 

（e）行政との連携 

 浦野氏は行政との連携について次のように語

る。 

「役所からの丸投げはダメ。何かやるなら説明

が必要。町会もやる時はやるけど、町会側の言い

分も聞いてもらわないと。役所の人はまじめだけ

ど、融通が利かない。部局や課をまたがって動け

ない」29。 

 だからこそ、川崎市・川崎区と様々な場面で意

見を交換し、依頼をし合える関係を構築してき

た。そのなかで、行政側にも知り合いが増え、地

域の声を届ける上でプラスに働くようになったの

だという。 

「地域に関わる中で、ある課の課長や部長と知

り合いになる。そして、その人の後任になった

時、前任者を知っている、もしくは関連する部署

の人や、上司の人と知り合いだということを話す

中でわかってもらうと、受け止め方が違う。大事

な場面では、人間関係が重要」30。  

 さらに、浦野氏は行政に意見を伝える上で不可

30 2019 年 6 月 13 日、聞き取り調査より 
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欠なこととして、町内会長の下、地域の意見が固

まっていることを挙げた。 

（f）池上新町子ども会野球部 

 池上新町の地域活動を考える際、子ども会野球

部の存在は大きい。池上新町子ども会野球部は、

半世紀近くの長い歴史を持ち、子どもたちの楽し

みの場であり、教育の場となっていた。会長の浦

野氏も、27歳で野球部のコーチとなり、30歳で

監督に就任し、41歳まで務めた。監督をする中

で浦野氏は、「野球を通じた情操教育。上の子は

下の子の面倒を見、下の子は上の子のいうことを

聞くという環境整備」を心がけたという。そし

て、現在、当時の教え子たちが一人前の大人にな

り、町内会の活動にも協力をするようになってい

る。例えば、町内会の運動会では、野球部のコー

チたちと子どもたちが、役員と共に運営の一部を

担っていた。子どもたちは、地域活動を支える担

い手となるだけでなく、地域内の大人たちと共に

運動会を主体的に盛り上げていた。地域内で自発

的に誕生した野球部は、地域内の世代間交流を促

し、地域活動の貴重な活力となっている。 

 

写真－4 運動会を手伝う野球部 

 

 

（g）楽しむこと 

 見守り活動や運動会、夜回り、定例会などに参

加をしたが、毎回、終了後には懇親会が開かれて

いた。これは、調査者がいるからではなく、ほぼ

常に行われるという。参加者の様子は、酒を酌み

交わし、冗談を言い合い、ほがらかなものであっ

た。歩いて帰れる距離で、楽しく会食、飲酒を行

うなかで、会員同士の結束を強め、見守り活動へ

の参加意欲を高める。楽しんで行うことが、自主

活動の継続にとっては必須の条件であることに気

付かされる光景であった。 

 

6．まとめ 

 

（1）町内会研究における新たな視座 

川崎市内の町内会を対象にフィールドワークを

含めた調査を行った研究は、田中宣一ら以降は多

くはなされてこなかった。本研究は、現代におけ

る町内会のあり方、その可能性を明らかにした点

で価値あるものと思慮する。田中らによる 1988

年刊行『「町内会」の民俗学的研究』では、川崎

市の町内会活動を「教育啓蒙」、「衛生・保健」、

「環境美化」、「消防・防災」、「防犯」、「祭礼」、

「慶弔」、「伝達」、「他団体に対する協力」、「他団

体に対する援助」、「救援」、「陳情」、「レクレーシ

ョン」、「編集広報」、「町内会運営」の 15に分類

している、つまり、「見守り」は 30数年前にはな

かったことであり、当時はその必要がなかったと

も言える。 

経済状況や世帯構成の変化、少子高齢化が急速

に進む我が国において、高齢者や社会的に弱い立

場にいる人たちの孤立が拡大、深刻化していると

いう新たな課題が生じ、町内会はそれに対応すべ

く「見守り」に着手したのである。この課題は、

今や当事者でなくても地域住民全体で実感し、共

有できるものとなってきており、「見守り」を通

じて、地域の共同性が増進しているのである。 

また、池上新町では、会長のパーソナリティと

新住民を包摂する地域特性等によって、岩崎が指

摘した「伝統主義による拘束や停滞の問題」と

「よそ者意識、排他主義の問題」を乗り越えてい
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た。加えて、同地域は、都市部でありながら共同

性を強く維持してきたため、町内会を「圧力機能

と末端補完機能だけを遂行する」組織に埋没させ

ることなく、現在も住民の相互扶助的活動の主体

として機能させている。これらも、見守り活動を

結実せしめた諸要因と考えられる。以上のことか

ら、町内会の現代的課題とその克服方法を検討す

る上でも、本事例は重要な示唆を与えてくれてい

るといえよう。 

 

（2）地域活動立ち上げの 4 要素 

「見守り、つながりの輪」の立ち上げプロセスか

ら、重要なポイントとして考えられるのは、①地

域内の意識の醸成、②推進力のある人材、③公的

な支援（経済的補助）であり、聞き取り調査でポ

イントとして挙がった「ヒト、モノ、カネ」とも

つながる。また、聞き取りでは「モノ」に含まれ

ていた町内会館は、④「バショ」として分けて考

えた方がよいだろう。④「バショ」は、町内会で

所有する「モノ」に限定されるものではなく、町

内会活動の支え合いの現場となりうる空間を指

す。地域住民が行動を起こす際、こういった「バ

ショ」の有無は大きく影響を与えるだろう。以

上、4者のタイミングが合致したことが、「見守

り、つながりの輪」活動の大きな成功要因である

と考えらえる。他の地域・地区でも、町内会の見

守り活動が機能する条件は同様であると推察さ

れ、「ヒト、モノ、カネ、バショ」は普遍性のあ

る要素であろう。 

そのなかで、最も容易でなく、かつ最も必要な

ものは、②の「推進力のある人材」と思われる。

①住民はニュースなどの情報リソースと実体験か

ら高齢社会の進展を実感しており、公側よる啓発

活動により意識の醸成は実現可能であり、③④も

公側でカバーが可能だ。「あの人だからできるの

だ」と諦めるのではなく、「私たちでもできる」

とモチベーションを高めるような人材育成を、地

域と行政が連携して取り組んでいくことが、「見

守り、つながりの輪」を横展開していく上で不可

欠である。 

しかし、本研究で扱った事例は、川崎市内でも

積極的な地域活動を展開し、成功した事例であ

る。地域の見守り活動の成功要因として、より普

遍的な知見を析出するには、他地域と比較し、本

事例の位置付けを精査する必要がある。 

また、本事例の町内会長は、行政職員と人間関

係を構築しながら、野球部等を通じて人材発掘も

行っていた。こうした行政との連携や人材発掘に

関する知見も、他の町内会でどのように応用でき

るのかは、今後の研究での課題である。 

 

 最後となりましたが、本調査にご協力いただい

た池上新町町内会の方々に、心より感謝を申し上

げます。 
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